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2021年度(令和 3年度) 社会福祉法人キリスト教児童福祉会 

児童養護施設 聖母愛児園事業計画書 

 

 

１．基本理念  

あなたがたは、もはや外国人でも寄留者でもなく、聖なる民に属する者、神の家族である。 

エフェソの信徒への手紙 2章 19節 

わたしがあなたがたを愛したように、あなたがたも互いに愛し合いなさい。  

ヨハネによる福音書 13章 34節 

  

  家庭的な生活環境の中で、家庭的な養育を推進し、子ども達と職員が共に育み、互いに愛し、一般

的な家族の概念を超えた、神の家族として成長していくことを基本理念とする。 

 

■事業方針 

1.児童福祉への増進に対しての積極的な取り組み 

2.基本理念の啓発と実現 

3.子どもの生命と人権を守り、その意思を尊重 

4.安心安全な生活環境の確保 

5.子どもの心身の健やかな成長と社会的自立のための支援 

6.子どもたちの益となるボランティア活動の積極的活用 

7.地域に根ざした福祉施設としての貢献を推進 

8.福祉サービスの向上を図る 

・福祉サービスの通常の業務に精通し、日常の定型業務を自主的に遂行する 

・社会福祉施設職員としてチームワークを尊重し、共に働く（共働）の精神で行動する 

・上司には常に報告し、助言を求め、経験の少ない職員に対しては助言する 

・聖書に基づく｢人間観・福祉観｣を学び、理解し、実践する 

9.職員が自己実現を目指せるよう、基礎知識、専門技術、職業倫理等の専門性を図る 

    

■事業目標 

1.要保護児童の社会的養護の推進 

①政府・行政諸機関との連絡、調整、連携 

②全養、県、市児童福祉施設長会の連絡、調整、連携 

③神児研、三施設、乳児院、里親等との連携、協力 

④県市区の社会福祉協議会との連携 

⑤幼稚園、小学校、中学校、高校等との連携 

⑥保護者との連携 

⑦入所児童への適切な処遇 

2.暫定定員解消に向けての計画実行 



3.小規模グループ・ケア（家庭的養護）及び地域分散化の推進 

4.社会資源としてのボランティアの積極的活用 

5.食育の研究と実践 

6.職員の専門性の向上のための研修の充実と職員間相互のコミュニケーションの向上 

7.職員の倫理観の向上と児童の人権擁護の学習 

8.上司に常に報、連、相の徹底と、職員同士のチームワーク向上 

9.約束の時間、書類提出締切など、「間に合わせる」意識の徹底 

10.聖書に基づく人間観・福祉観を学び業務に生かす 

 

２．児童・職員 

  １）児童定数 96名（暫定 80名）＊地域小規模児童養護施設 6名含む  

  ２）職員（法定定数 33名・加算約 8名・その他 6名） 

施設長 1 名、統括主任 2 名、主任事務 1 名、事務員 2 名、栄養士 1 名 、調理員 3 名(非常勤 2

名)、主任 3名、保育士 23名（非常勤 2名）、児童指導員 12名、心理療法士 1名(非常勤 1名)、

医師(嘱託 2名) 

                       常勤職員合計 49名  非常勤職員合計 5名 

 

３．運営方針 

１）施設運営 

・全職員が養育方針に沿った養育を展開できるよう徹底する。 

・コミュニケーションを主とした職員間連携、ホーム作りを行う。 

・経験年数、役職、部署に応じた人材育成を実践していく。 

・コンプライアンス（法令・法人内規則）を徹底する。 

  ・施設長は経営を担い、統括主任が中心となり、児童処遇を導いていく。 

 

２) 職員間連携と組織構造 

＜職員間連携＞ 

各ホーム運営は、ホームリーダー（主担当）が担い、ホーム担当者と連携を図り営んでいく。

階層をフロアと言う単位とし、フロアでの連携を土台に、子どもたちの養育、コミュニケーショ

ンを主とした職員間連携、若手職員の人材育成を目指す。連携とは、お互いに個々の強みと弱み

を理解し、強みを活かしながら弱みを補う事を指す。 

また、以下のとおり各種会議を開催し施設としての連携を図る。 

①運営・連絡・調整 

・職員会議（月 1回 2時間）：運営に関しての情報共有 

 参加職員：全職員 

・職制会議（月 1回 2時間）：運営方針の協議と決議 

 参加職員：施設長・統括主任・主任相談員・主任事務・主任 

・児童支援方針会議（月 1回 2時間）：児童支援に関しての連絡調整と提案 



 参加職員：統括主任（処遇）・主任・栄養士・心理士・（施設長） 

・児童処遇報告会（月 1回 2時間）：児童支援に関しての現況報告 

 参加職員：統括主任（処遇）・主任・（施設長） 

・主任会議（月 1回 2時間）：運営および連携に関する協議、調整、提案 

 参加職員：主任・事務主任・（施設長）・必要に応じて専門職や担当者を招集する 

・リーダー会議（月 1回 2時間）： 連携に関しての情報共有と提案 

 参加職員：各棟主任・フロアリーダー・児童医療担当・（施設長） 

・朝の連絡会（毎平日）：日々の連絡と調整 

 参加職員：当日勤務職員 

 

②処遇検討・連携 

・フロア会議（月 1回 2時間）：フロア毎の支援の確認、連携強化、具体的な支援方法の確認 

 参加職員：フロアリーダー・保育士・児童指導員・心理士・（施設長） 

  ※各ホームの「ケース会議」を実施し、具体的な支援方法を確認する 

・本郷ホーム会議（月 1回 2時間）：支援の確認、連携強化、具体的な支援方法の確認 

 参加職員：統括主任（処遇）・本郷リーダー・本郷スタッフ・心理士・（施設長） 

  ※ホームの「ケース会議」を実施し、具体的な支援方法を確認する 

・ホーム会議（月 1回 2時間）：支援の確認、連携強化、具体的な支援方法の確認 

 参加職員：各ホームスタッフ 

・心理会議（月 1回 2時間） 

 参加職員：統括主任（処遇）・心理士・児童医療担当・（施設長） 

・エンジェル会議（月 1回 2時間） 

 参加職員：統括主任（管理）・エンジェルスタッフ・（施設長） 

・エンジェルスタッフ会議（月１回 2時間） 

 参加職員：エンジェルスタッフ 

 

③その他 

・給食会議（月 1 回）：職員会議に併せて実施 

 参加職員：全職員 

・調理部会（年 4回 2時間） 

 参加職員：統括主任（管理）・栄養士・調理師・パート職員・（施設長） 

・事務部会：随時 

 参加職員：統括主任（管理）・主任事務・事務員・（施設長） 

・苦情要望解決第三者委員会（年 2回） 

 参加職員：施設長・統括主任・主任他担当者 

 

 全ての会議の最長時間を 2時間とする。必要であれば、タイムキーパーを設定する。 

 



＜組織構造＞ 

組織としては、情報型の態勢とする。「何を成すべきか」を明確に示し、業務内容によるチー

ムリーダーの選出、それに伴う役割分担や権限委譲を明確にしていく。組織編成として、階層を

重視するのではなく、情報を重視する情報型組織を形成する。各々の職員が、上司と同僚に対し

て情報共有の働きかけを行い、互いに育成し合う責任を負う。互いに理解し合う責任を負う。自

分が何を成すべきか、自分が負うべき貢献と成果について考え、記録していく。要は、組織の成

長は、職員ひとり一人の成長によって成されていく。 

児童養護施設としては、児童数及び職員数が多い大規模事業所であり、部門分けを行い、児童

処遇統括主任と管理運営統括主任が実務的なトップマネジメントを担っていき、施設長が複合

的に調和していけるよう統括していく。 

     

３）養育の標準化推進 

   定期的に養育方針を職員全員で共有するのは勿論、職員が共通の認識を持って標準的な養育

支援が行えるよう、適宜、養育支援マニュアルを確認し、必要に応じて更新していく。 

 

４）職員が長く働き続けることが出来る職場環境の整備 

子どもたちが「職員に大切にされている」と実感できるような生活環境を構築するために、子

どもたちへの支援態勢を整えるのが急務。そのために、支援者側業務内容改善により、家事支援

を見直し子ども支援に集中できる労務環境構築を目指す。 

職員自身が子どもたちの成長に対しての生きがいややりがいを見いだせていないのであれ

ば、安心安全の根本が成立していないことになるからである。 

プロジェクトの推進 

・調理室配食対応プロジェクト 

・夜勤態勢対応プロジェクト 

・育成記録等時短プロジェクト 

・引き継ぎ力向上プロジェクト 

弱点の一つに「引き継ぎ力」の脆弱さがある。子どもとのやりとりや業務について、引き継ぎ

がスムーズに行われれば、チームのバディに任せられるという安心感に繋がっていき、それは、

子ども側からの大人への不信感への軽減にも繋がっていく。 

 

５）各委員会活動の充実 

  みんなの委員会（安全・性について） 自立サポート委員会 

人材育成委員会 自立支援計画委員会 

   

６）聖書に基づく人間観・福祉観の学びと理解 

聖書の学び（月 1回）の実施 

CS（church school）の定期実施 

 



７）融資償還計画の実行 

   下記の通り、償還を行う。 

福祉医療機構 元金分返済 \18,960,000-（内\9,480,000-は横浜市補助） 

          利子    \2,085,255-（全額横浜市補助） 

  振興資金   元金分返済 \2,400,000-（内\1,200,000-は横浜市補助） 

 

８）出納承認の明確化 

措置費等補助金を適正に出納処理していく。そのために 4項目の原則を遵守する。 

①すべての支出に適正な根拠があること。これは、計画書や学校配布プリント、施設長の承認

印等をチェックする。 

②すべての支出に証拠があること。これは、領収書やレシート等を添付する。 

③すべての支出が適正な取引であること。見積書、納品書、請求書等の発行が行われているか

どうか。高額な支出に対しては、複数の業者で競合させているかどうか、納品時にチェックし

ているかどうかを履行する。 

④すべての支出が記録として残っていること。伝票に始まり、収支決算書や貸借対照表に至る

までの書類を整備し、現金の出納状況と、書類上の数字を完全に一致させる。 

これらの要件をすべて満たしながら出納処理を進めていく。ただ、事務室の努力だけでは、

不可能なので、職員に事務処理への理解を深めてもらい、その処理に対しての協力を得、適切

な事務処理ではなく、不適切な事務処理とならないようにする。 

現実的な承認経路を明確にし、事務処理の省力化を図る。 

 

 〈Ａ〉各棟主任による承認 

    日用消耗品、文房具等で\5,000-未満 

    学校教育に関する支払い 

 〈Ｂ〉施設長による承認  

    日用品等で\5,000-以上 

    行事等イベントに要する費用で、予算\5,000-以上 

 〈修理・修繕〉施設長・統括主任・各棟主任による承認  

 全支出に対しての施設長承認はないが、会計伝票において施設長決済がなされる。従って、

出納業務に関して、統括主任や各棟主任によるチェック、施設長によるチェック、事務による

チェックにより、チェック機能を充実させ適正な出納処理とする。 

 

４．養育方針 

   基本姿勢は、「 家庭的な生活環境の中で、家庭的な養育を推進 」ですが、様々な個性の子どもた

ちを受託している昨今において、特別な支援態勢が必要な子どもがいることも事実であり、そのよう

な子どもたちについては、治療的ケアが有効であり、既に実践の実績も得ている。いわゆる、メリハ

リのきいた支援態勢を構築していく。 

   ユニットの地域分散化は、避けられない未来である。地域小規模児童養護施設運営というノウハウ



を持っていることは最大の強みであり、この強みを生かし推進していく。 

子どもたちに寄り添う関わりを実行し、支援を展開していく。 

 

１）要保護児童の社会的養護のキーワード 

・家庭的養護と個別化  ・発達の保障と自立支援  ・回復をめざした支援 

・家族との連携、協働  ・継続的支援と連携アプローチ  ・ライフサイクルを見通した支援 

   

２）特別対応ホーム(高機能化)の設置検討を推進 

家庭的養育を基本理念として掲げているが、一部の児童の現状を鑑みると、被虐待児の心の傷を

重く捉え理解し、ケア的養育に変化させ、本当の意味で子どもの最善の利益を追求していく必要性

があり、治療的養育の推進にも取り組んでいく。 

① アタッチメント形成と内的ワーキングモデルの必要性を理解し、ケアワーカーとしての専門

性を高め、子どものケアを専門的に行える職員を育成する 

② 特別対応ホーム設置への意識付け 

③ 徹底したお世話の実践 

洗濯、掃除、食器洗いよりも、まずは子どもたちが「職員に大切にされている」と実感でき

るような生活環境を構築する。 

 

３）自尊心を高める養育・自主性を重んじる養育 

生活のあり方について、子ども自身が自分たちの問題として主体的に考えるよう支援する。 

子ども自身が自分たちの生活について主体的に考えて、自主的に改善していくことができる

ような活動（児童会活動等）が行えるよう支援する。 

行事などの企画・運営 に子どもが主体的に関わり、子どもの意見を反映できるようにする。 

主体的に余暇を過ごすことができるよう支援する。 

子どもの興味や趣味に合わせて、自発的活動ができるよう支援する。  

学校のクラブ活動、地域のサークル活動、子どもの趣味に応じた文化やスポーツ活動は、子ど

もの希望を尊重し、可能な限り参加を認める。 

子どもの発達段階に応じて、金銭の管理や使い方など経済観念が身につくよう支援する。 

計画的な小遣いやアルバイト代の使用、金銭の自己管理ができるように支援する。 

退所を見据え、一定の生活費の範囲で生活することを学ぶプログラムを実施する。 

 

４）権利擁護 

・人権に配慮した養育・支援を行うために、職員一人一人の倫理観、職員としての職務及び責任の

理解と自覚を持つ。 

・子どもの意向を把握し、その結果を踏まえて、養育・支援の内容の改善に向けた取組を行う。 

・子どもの意向に沿うことが結果として子どもの利益につながらないこともあることを踏まえ、

適切に導く。 

・子どもの発達に応じて、子ども自身の出生や生い立ち、家族の状況について、子どもに適切に知



らせる。 

・子どもが自己の生い立ちを知ることは、自己形成の視点から重要であり、子どもの発達等に応じ

て可能な限り事実を伝える。  

・家族の情報の中には子どもに知られたくない内容があることも考慮し、伝え方等はケース会議

等で確認、共有し、児童相談所と連携する。 

・子どもの個人情報保護を遵守する。 

・子どもや保護者の思想や信教の自由を、保障する。 

・保護者の思想・信教によってその子どもの権利が損なわれないよう配慮する。 

・子どもに対し、権利について正しく理解できるよう、わかりやすく説明する。 

・子どもが相談したり意見を述べたりしたい時に相談方法や相談相手を選択できる環境を保障し、

迅速に対応する。 

  

５）アセスメントシート、自立支援計画票の活用 

・子どもの心身の状況や、生活状況等を正確に把握するため、手順を定めてアセメントを行い、子

どもの個々の課題を具体的に明示する。 

・児童相談所との話し合いや関係書類、子ども本人との面接などで、子どもの心身の状況や生活状

況、保護者の状況など家庭環境、学校での様子などを必要な情 報を収集し、統一した様式に則

って記録する。 

・アセスメントに基づいて子ども一人一人の自立支援計画を策定するための体制を確立し、実際

に機能させる。 

・児童相談所と援助方針等について打ち合わせ、自立支援計画に反映させる。また、策定した自立

支援計画を児童相談所に提出し、共有する。 

・自立支援計画は、合議して策定する。 

自立支援計画には、支援上の課題と、課題解決のための支援目標と、目標達成のための具体的な

支援内容・方法を定める。 

・自立支援計画について、定期的に実施状況の振り返りや評価と計画の見直しを行う手順を施設

として定め、実施する。 

・自立支援計画の見直しは、子どもとともに生活を振り返り、子どもの意向を確認し、併せて保護

者の意向を踏まえて、それらを反映させつつ、子どもの最善の利益を考慮して行う。 

計画の見直し時には、支援方法を振り返り、自己評価し、支援の成果について分析、検証を行い、

専門性や技術の向上に努めし、施設全体の支援の向上に反映 させる仕組みを構築する。 

・アセスメントと計画の評価・見直しは少なくとも半年ごとに定期的に行い、かつ緊急の見直しな

ど必要に応じて行う。 

 

６）保健衛生管理  

   ＜健康診断＞ 

・児童は年 2回の嘱託医による健康診断の実施。学校での各検診も実施。 

・職員は年 1回の健康診断の実施。35歳以上成人病検診を含む。 



 ＜疾病予防対策＞ 

・細菌検査の実施。施設長と事務員を除く全ての常勤職員は月 1回検便の実施。 

・年 1回、全児童のインフルエンザ予防接種。 

・未接種が認められた際の予防接種の実施。 

 ＜衛生管理＞ 

・布巾の洗濯、食器の消毒を毎日実施。 

・手洗い石鹸をポンプ式液体のものとする。 

・児童の衛生管理（手洗い、うがい、耳掻き、つめきり）を定期的に行う。 

・洗面所の手ふきは各児童個別のものを使用する。 

・児童が感染症等発症の際には、当該ホームへの他ホーム児童の出入り禁止や園内保育受け入れ

基準に基づいて利用の制限をし、感染拡大防止に努める。 

 

７）自立支援事業の充実 

   「最善の利益」にかなった進路の自己決定ができるよう支援する。進路選択に必要な資料を収集

し、子どもに判断材料を提供し、十分に話し合う。高校卒業後の進学についてもでき得る限り支援

する。 

職場実習や就労体験等の機会を通して、社会経験の拡大に取り組む。 事業主等と密接に連携す

るなど、職場実習の効果を高めるよう支援する。子どもの希望に応じてアルバイト等就労体験を積

めるよう支援する。 

 

８） 専門性に基づく心理的ケア 

虐待や家族との分離により心に大きな傷つきを持った子どもたちが入所していることを理解し、

安心・安全な生活をベースに、生活の中に治療的なアプローチを取り入れていく。また、特別なケ

アが必要な子どもに対しては、生活に加えてトラウマへのアプローチなどの専門的なケアを行う。 

 

５．事故防止と安全対策 

・事故、感染症の発生時など緊急時の子どもの安全確保のために、組織として体制を整備し、機能さ

せる。 

事故発生対応マニュアル等を職員に周知する。定期的に見直しを行う。 

・災害時に対する子どもの安全確保のための取組を行う。 

地域小規模を含め立地条件等から災害の影響を把握し、建物・設備類の必要な対策を講じる。 

災害時の対応体制を整える。食料や備品類などの備蓄リストを作成し、備蓄を進める。 

・子どもの安全を脅かす事例を組織として収集し、要因分析と対応策の検討を行い、子どもの安全確

保のためのリスクを把握し、対策を実施する。安全確保・事故防止に関する研修を行う。災害や事

故発生に備え、危険箇所の点検や避 難訓練を定期的に実施する。災害時に、地域の関係機関から

必要な協力が得られるよう 日頃から地域との連携に取り組む。 

・危機管理マニュアルの読み合せを定期的に行い、日々の職務に生かしていく。 

 



＜被措置児童等虐待対応＞  

いかなる場合においても体罰や子どもの人格を辱めるような行為を行わないよう徹底する。 

・就業規則に体罰等の禁止が明記してあるが遵守する。 

・子どもや保護者に対して、体罰等の禁止を周知する。 

・体罰等の起こりやすい状況や場面について、研修や話し合いを行い、体罰等を伴わない援助技術を

職員に習得させる。 

子どもに対する暴力、言葉による脅かし等の不適切なかかわりの防止と早期発見に取り組む。 

・暴力、人格的辱め、心理的虐待などの不適切なかかわりの防止について、具体的な例を示し、職員

に徹底する。 

・子ども間の暴力等を放置することも不適切なかかわりであり、防止する。 

・不適切なかかわりを防止するため、主任や統括主任が点検と改善を行う。 

・子どもが自分自身を守るための知識、具体的な方法について学習する機会を設ける。 

被措置児童等虐待の届出・通告に対する対応を整備し、迅速かつ誠実に対応する。 

・施設内虐待の事実が明らかになった場合、都道府県市の指導に従い、施設内で検証し、第三者の意

見を聞くなど、施設運営の改善を行い、再発防止に努める。 

 

６．社会資源としてのボランティアの積極的活用 

   児童への直接的な支援  環境整備などに関わる支援  児童支援の補助的な支援 

 

７．実習指導内容の充実 

  ・実習生の受入れと育成について、養成校と連携して効果的なプログラムを用い計画的に実習を行え

るよう積極的に取り組む。 

・実習評価の標準化を図り、マニュアルを整え受入の意義や方針を全職員が理解し取り組む。 

  ・養成校向けに施設説明会を行い、児童養護施設の理解を図る。 

   

８．人材確保 

・職員雇用の安定化に向けた、養成校との連携 

・職員雇用の安定化に向けた、学生等のボランティア・見学の受け入れ 

・ホームページの充実、就職説明会の開催 

・インターン制度を導入するための準備を推進する。 

 

９．職員の資質向上と育成 

・年間研修計画を作成し、各研修会へ職員が積極的に参加する 

・新任職員研修、２年目研修を実施し、知識・技能向上を目指し養成する 

・児童の権利養護に向けた研修の充実 

・児童への権利侵害防止の取り組みの明確化 

・養育の質の向上を図る為に養育の在り方検討の実施 

・専門書籍や文献など専門図書の購入を推進し活用できるよう努める 



・スーパービジョン体制の継続 

・園内職員研修の実施 

・人材育成委員会で、経験年数、役職、部署に応じた育成プログラムを検討する 

 

１０．児童および保護者の要望受付システムの確立と活用  

児童及び保護者からの苦情・要望の適切な解決に努める。児童からの要望や質問については、定

期的なホーム会や子ども運営委員会、高校生会等から意見を収集し、必要に応じて回答する。また、

意見箱を設置し、要望発信がし易い環境を保障する。 

・要望受付に関する児童および保護者に対する周知  

・要望解決に関するシステムの活用と連携  

・児童養護施設サービス第三者評価の受診 （義務化） 

・要望解決第三者委員と児童との交流の実施  

・子ども運営委員会・高校生会・ホーム会の実施 

 

１１．外部関係機関との連携 

児相連絡会（年 1回）：4児相との連絡会を 2児相ずつに分けて行う。 

四児相係長会議（年 1 回）：施設長、副施設長、主任が参加 

幼稚園連絡会（年 1回） 

小学校連絡会（年 1回） 

中学校連絡会（年 1回） 

 

１２．情報開示  

施設の経営方針や運営方針について、職員会議や各フロア会において、口頭又は文書にて情報提

供を行っていく。外部への情報開示は重要であるが、それ以上に重要なのが、内部への情報開示と

情報提供である。職員には施設経営全般の情報を、児童には、子ども運営委員会、高校生会、ホー

ム会等を通して、年齢に応じて必要な情報を提供していく。就業規則等の規定等については、グル

ープウェアを用いての職場内 LANにて、職員がいつでも閲覧できる環境を継続して行く。また、財

務諸表・事業計画書・事業報告書・運営内容・自己評価結果等をホームページにて公開する。 

 

１３．事業費予算について  

 事業費予算策定に当たっては、予算項目を具体的に細分化し単価設定を行い、その項目と単価を

職員に開示し見直し作業を行っている。 

 児童への個別対応、ホーム単位での活動費などを通して、子どもたちの同年代同世代が成長の過

程で体験するだろう体験を享受できるよう配慮している。 

 体育的活動、文化的活動、社会体験的活動、自立支援的活動などの予算を明確に示し、各活動の

充実を図っている。 

 今年度も、少人数での生活に、更にその中での個人にスポットを当てた児童ケアを目指して事業

を進めていく。 



 

１４・中長期計画に向けて 

   ・暫定定員解消に向けての具体的計画を実行していく。 

・18歳以上の者に対する支援継続についてプログラム化する。 

   ・施設に求められる高機能化と地域分散化に対する職員育成の計画を立て実施する。 

・大規模施設の分割化について十分に検討し所轄行政との協議を行う。 



2021 年度 本郷ホーム事業計画書 

 

事業所名：地域小規模児童養護施設 本郷ホーム  

 

 

１． 事業内容  

地域小規模児童養護施設「本郷ホーム」（以下「本郷ホーム」という）は、現に児童養護施設「聖母愛

児園」（以下「本体施設」という）を運営している法人の支援のもと、本体施設とは別に、地域社会の民

間住宅を活用して近隣住民との適切な関係を保持しつつ、家庭的な生活環境の中で養護を実施すること

により、児童の社会的自立の促進に寄与することを目的とする。主に、家庭復帰困難児童等を対象に６名

定員で、一般家庭に類似した機能をもつ中で処遇を行う。  

  

 

２． 養育基本方針  

・本体施設の基本方針に則ったケアと養育を推進し、子ども達の社会的自立を促す。 

・地域に根ざした生活環境を整備し、家庭的な環境の中で生活スキルを身に付ける。 

・子どもと大人が日常生活を共にする中で、安心と安全を持って生活できるよう共に考え、共に工夫

し、本郷ホームに属する全員の力で、より充実したホームを構築する。 

・係分担や当番は決めず、子どもの自主的な気持ちと主体的な生活を大切にする。 

・受容と共感を軸として個々の思いを尊重し、人として思いやりの気持ちが育めるような支援を施す。  

  

 

３． 所在地  

住所：横浜市中区本郷町 3 丁目 99 番地 

建物：木造 2 階建て（借家） 

2 階…居室 6 部屋 トイレ 

1 階…リビング キッチン 浴室 トイレ 職員部屋 ロフト収納 （パーテーションによりリビン

グと居室 1 部屋に隔てることも可能）  

 

 

４． 児童・職員  

  児童：6 名（男女混合縦割り）  

職員：常勤ケアワーカー4 名 

  

 

 

 



５． 会議  

本郷会議（月 1 回）：ホーム運営、児童・ケースワークの情報共有を図る 

ケース会を実施し、課題・原因分析・支援方針を確認する。  

出席者…統括主任・ブロック主任・心理療法士・担当者  

ホーム会議（月 1 回）：ホーム運営、児童・ケースワークの情報共有を図る 

           担当者間の連携、チームワーク強化 

出席者…担当者 

※以下、本園の各種会議に参加する。 

職員会議（月１回）：運営に関する連絡調整と全職員による最高決議 

フロアリーダー会議（月１回）：各フロアの運営状況および児童・ケースワークの情報共有 

               より円滑な運営、処遇を目指した各種検討 

朝礼（毎平日）：日々の連絡調整、情報共有 

 

 

６． 本体施設児童との交流・職員間連携体制  

＜本体施設児童との交流＞  

聖母愛児園の小規模施設として、施設への帰属意識を高める事も必要である。子ども達にとっても生活

の節目となる行事を体験する際、本体施設児童と体験を共にする事に意味があると考える。そのため、本

体施設で行う年中行事やスポーツ活動、招待行事、各種礼拝に参加し、本体施設本園児童との交流を図

る。 

また、日常的な児童間交流についても相互に行い、子ども達にとって「隣家へ遊びに行く感覚」で交流

が実施されるよう職員が努める。 

 

＜職員間連携体制＞ 

 本体施設と同じ園内 LAN システムを使用し、処遇日誌やグループウェアにて職員間での情報共有を図

る。引き継ぎ事項においても同じく処遇日誌やグループウェアを活用するが、 出来る限り直接的な伝達

を基本とする。ホーム内でも徹底した共有や引継ぎが出来るよう、連絡帳を用いて情報共有を図る。  

 

 

７． 心理的援助  

心理的援助が必要な児童については、本体施設のカウンセリングルームやプレイルーム等を利用して、

本体施設の心理療法士による心理的援助を行う。あるいは、児童相談所への通所にて、児童相談所の心理

療法士による心理的援助を行う。児童のケースによっては、本体施設の心理療法士と担当者で連携し、学

校や児童相談所等、外部機関とのカンファレンスに参加する。  



2021 年度 事業計画書 

事業所名：園内保育（エンジェル） 

 

① 事業内容 

ユニットでの幅広い縦割りとは違う環境の下、未就園児と幼稚園児の年齢や発達に応じ

た遊びを通して健全な成長を支援していく。 

児童の発達について生活ホームと情報共有し連携を図る。 

 

その他  

・ボランティアの受け入れ。 

・実習生、見学者への事業説明。 

・新規入所児童慣らし保育の受け入れ。 

 

 

② 保育基本方針 

・子どもと保育者が意見を出し合い保育内容（遊び）を決定し、それに伴う環境を整える。 

・基本的生活習慣が自然に身につくよう繰り返し丁寧に支援する。 

・子ども一人一人をよく観察し得意や苦手を理解し関わり方の工夫をする。 

・関わりの中で生じる心の動き（喜び、悲しみ、不安、怒りなどの感情）を丁寧に扱い適

切な表現ができるよう支援する。 

・保育者に安心して依存する（甘える）事から自立が始まると捉え一人一人に合った方法

で年齢相応の自立を目指す。 

 

③ 児童・職員 

・未就園児： 名、幼稚園児:：7 名（2021 年 1 月現在） 

・職員：非常勤職員 4 名 

 

④ 保育時間 

月曜日～金曜日 9：００～１7：0０ 

09：00～ 受け入れ→朝の会→自由遊び 

11：30～ 昼食 

12：30～ 午睡（14：00 頃起床） 

14：30～ 幼稚園児登園 

     おやつ→自由遊び 



 

16：30～17：00 順次帰宅 

※夏期・冬期長期休暇は小・中学校休暇始まりから終わりまでとする。 

 

⑤ 会議 

・スタッフ会議：毎月第 1 水曜日 

        参加者：心理士、園内保育職員 

        内容：情報交換 

           保育内容の検討・決定、環境整備 

           ケーススタディ 

 

・エンジェル会議：毎月第 4 水曜日 

         参加者：統括主任、主任、園内保育職員 

         内容：園内保育運営に関する事 

            活動内容の報告 

             

※内容は優先順位に応じて変更される 

 

⑥ ボランティア活動 

 

・絵本読み聞かせ 毎月隔週木曜日 

         毎月 1 回 

・カップフラワー 毎月 1 回 

・工作      毎月 1 回 

・紙芝居     年 2～3 回 

 

⑦ 交流会 

・インターナショナルスクール交流会  
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社会福祉法人キリスト教児童福祉会 

児童家庭支援センターみなと 

 

 

 

 

〒231-0862  

神奈川県横浜市中区山手町 68 

Tel 045（663）2759 

Fax 045（306）7337 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅰ 基本理念 

あなたがたはもはや、外国人でも寄留者でもなく、聖なる民に属する者、神の家族である。  【エフェソの信徒への手紙 2章 19節】  

 

Ⅱ 使命 

子育て家庭の困りごとを解決し、こどもと養育者双方が安全・安心を感じる生活が送れるよう、支援する。 

 

Ⅲ 目的 

子育てに関して支援が必要なこども・家庭等に対して、区役所や児童相談所および地域の関係機関と連携を深めながら、

ソーシャルワーク、ケアワーク、心理療法等の支援を適切に行い、虐待の未然防止を図り地域で安定した生活を送ることができ

るようサポートする。また、様々な課題を抱えるこどもを養育している里親家庭への相談支援や施設退所児童の家族再統合に

向けた専門性を活用した支援を行う。 

利用対象者は、「児童虐待及び不適切養育の共有ランク表」（別表 1）における A～E ランクを中心とする、 

・区福祉保健センターが要保護児童等進行管理台帳に登録している児童 

・児童相談所が要保護児童等進行管理台帳に登録している児童 

また、 

・児童相談所で支援中の里親子や施設退所予定または退所後の家族支援が必要な児童 

・児童相談所、区福祉保健センターが把握していないが、支援を要する児童 

・一時保護委託を受けた児童 

とする。 

 

Ⅳ 機能 

ソーシャルワーク・ケアワーク・児童への心理療法等の支援を通じて、地域における子育て家庭の在宅生活をサポートする。 

 

Ⅴ 目標 

ケースを各専門職の立場から把握し、適切なモデル・理論・アプローチを活用し支援を行う。 

 

Ⅵ 方針 

一つ一つのケースを丁寧にアセスメントし、こども・養育者を虐待等のリスクから守り、こどもと養育者が「最善の利益」の実現を

図ることができるよう、支援する。 

 

Ⅶ 計画 

（1）相談支援事業  

 児童家庭支援センターに依頼されるケースは、虐待、愛着、トラウマ、精神疾患、家族関係、発達、社会経済的問題などの

課題を複合的に抱えており、臨機応変で包括的な支援が求められる。 

そのため、多職種による専門的なアセスメントと支援の技術、他機関連携のネットワーク、柔軟な対応力といった児童家庭支

援センターの強みを生かした相談支援を展開する。 

支援にあたっては、来所、電話、訪問、メールの他に、新型コロナウィルス感染拡大の影響もあり zoom 等のオンラインツール

も活用する。 

児童家庭支援センターの心理療法について検討が必要であり、「児家センならでは」の心理療法のあり方を明確にしていく。 

アセスメント・支援計画を作成し、再評価を半期に１回行う。 

  

（2）受託事業  

 横浜市と協議の上、必要時に実施する。 



（3）関連機関との連携・連絡調整  

 個別カンファレンス、中区との連絡会・進行管理会議、要保護児童地域対策協議会等への参加を通じて顔の見える関係の

構築に努める。保育所や小・中学校等との連携を強化し、「気になるこども」に対しての支援につなげられるようにする。 

 

（4）里親・ファミリーホームへの支援  

 里親支援機関として、こどもみらい横浜と連携し里親家庭への相談支援や里子に対する心理支援を実施する。また、児童

養護施設のこどもが里親委託された際に里親の元での生活が安定するよう、里親候補とのマッチングの段階から関わりを持つ。 

 里親基礎研修の受け入れ、里親サロンの会場提供、里親養育懇談会、里親子応援ミーティングへの参加を積極的に行う。 

 

（5）横浜市子育て短期支援事業の利用調整・実施 

 ニーズに応えることができるよう、対応職員を柔軟に配置する等努力する。 

 利用受入の際は、聖母愛児園との連携を取りながら実施する。（別表 2参照） 

こどもと共に過ごす中で、専門的見地からアセスメントを行う。養育者へフィードバックすることにより、在宅での養育におけるヒン

トを提示できるようにする。 

 

（6）地域交流事業  

 2021 年度は、新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、実施を見送る。 

 

（7）みなと職員間連携 

 みなと会議を隔週１回開催する。運営に関わることから、ケースの進捗状況の把握まで取り扱う。 

 役割分担及び年間予定に関しては、別表 3・別表 4 を参照。 

 

（8）研究、学習、研修等への参加 

 以下の研修等に参加を予定している。（別表 5参照） 

・全国児童家庭支援センター協議会主催研修会  ・関東地区児童家庭支援センター協議会主催研修会  

・横浜市家庭支援連絡会  ・横浜市児家セン学習会  ・横浜市児家セン心理勉強会    

・外部講師によるスーパーバイズ  ・他の児童家庭支援センターへの見学  ・心理士会研修   

・聖母愛児園園内研修  ・聖母愛児園内「聖書の学び」  

その他、各自が受講希望する研修については、そのつど検討し参加する。  

  

（9）聖母愛児園との連携 

 聖母愛児園全体朝礼、バザー委員会および衛生委員会に参加する。職員会議へは、事業所全体に関わる議題のみ参加

する。聖母愛児園行事へ参加し、職員だけではなく入所児童との交流も図り、支援のバックアップを担えるよう努める。また、退

所児童のアフターケアの一翼を担うことができるよう、退所に向けてのカンファレンス等に参加するようシステムを構築する。 

防災訓練や不審者対応訓練においても、聖母愛児園の訓練に参加する。 

 

 （10）実習生の受入 

2021 年度は、新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から、受け入れを見送る。次年度以降、再開した際に備えて養成

校との連携を図る。 

 

 

 

 



（11）要望受付システムの活用 

 口頭での受付に加えて意見箱を設置する。利用者に対し、要望受付システムに関する文書を作成し配付する等、周知をは

かる。意見箱は要望受付担当者が 2 週間に 1 度確認する。必要に応じてみなと第三者委員（聖母愛児園第三者委員兼

任）も入り、利用者からの苦情・要望の適切な解決に努める。第三者委員会は聖母愛児園と合同で行う。 

 

（12）安全管理 

防災管理要項に基づき、防災訓練計画を立案し実施する。実施記録も作成する。避難経路、消化器設置場所の確認を

定期的に行う。 

 

（13）広報活動 

地域交流事業や関係機関への訪問、各種会議における業務説明、ホームページの公開を行うことにより当センターの存在を

周知する。 

 

Ⅷ 職員配置 

・センター長：1名（聖母愛児園施設長兼任）   

・主任ソーシャルワーカー・子育て短期支援事業対応：1名 

・ソーシャルワーカー・子育て短期支援事業対応：１名 

・心理療法等担当職員：1 名 

・子育て短期支援事業対応職員：1名（非常勤） 

・その他職員：１名（非常勤） 


